
















































































































































































（ア）Ｄ鑑定は、本件不動産の価格について、Ｈ鑑定において算定された 還元法による価格 原則として採用し、例外的にＮ土地については、取引事例法と底地割合による価格を採用して る。Ｈ鑑定は、裁判所の選任した


















































































































































































ければならないことになる。もっとも、 「株式会社の資産状態その他一切の事情」はいわゆる一般条項であって、具体的にいかなる株式価格 算定基準によって評価を行うべきかが問題となる である。　
株式の価格を算定するための評価方法としては、一般 、①評価対象会社について将来獲得することが期待され





























































































































































































こうした場合、裁判官が 明度に達 たか否かという判定ではなく、説得力の強弱とい 定が行われるこ になる。その意味では その他の 拠方法 証拠力の自由な評価 は異 扱いを必要とするの 解す であ


















鑑定の結果が他の証拠からも推測されるところに合致する場合には、これと同趣旨 判断をすることができるとされる一方で、鑑定の結果が、他の証拠もしくは裁判所の既成の知識から予測されたところ 異なり、または、鑑定理由の一部に疑問点 って、直ち 採用し たいという場合、あ いは、結論または理由付けを異にする複数の鑑定がある場合、②鑑定の前提とした事実 他 証拠上確定される事実関係 合致しない場合 は、 の結果を退けることとな 、③鑑定が何等 化学的検査や実験を伴うも であ 場合には、その検査・実験 材料 方法所与の条件が適当であるか否かを十分吟味 そ 普遍化 うる範囲 考えるべきである ④裁判所 な べきことは、生 科学的判断 はなく、法的・規範的判断であり、かつ、あくま 当該 件の解決 必要 限度で 判断
株式売買価格決定申立てにおける鑑定の評価について〔清水　宏〕
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抽出することでそれを証拠原因とすることが可能とな しまうが、 れは結局 鑑定理由の論理性を して、裁判官の予断 基づき、私知 よ 評価に従って事実認定 行うこととなり、鑑定手続を行った意義を没却してまう恐れがあるからである。　
したがって、こうしたことは、鑑定意見の中に独立した複数の鑑定事項が存在し、その内一部は採用できるが
一部は排斥するという場合であれば許されると解 。また 一つの鑑定事項については それが単に経験則 供給を求めるだけのもので り、かつその経験則を適用した事実認定は、一般的・常識的知識に基づいて誰でもできる程度のものであれば、鑑定意見の結論は採用しないまま、 定理由において報告された経験則のみを採用することも許されると解する。これらに対して、経験則の供給のみならず、当該経験則を適用した事実認定 結果についても専門的知見が必要な場合においては、摘み食いは ず、そうした場合 裁判所は、鑑定人質問
（民事訴訟
































３― 株式（１） 』 （商事法務、二〇一三年）四一七
頁以下〔山本為 郎〕 、川畑正文「株式の評価」門口正人編『新・裁判実務体系
11巻会社訴訟・商事仮処分・商事非訟』 （青林書




















































































































































び、特定の裁判官が特定の専門部に長期間所属す という裁判官のキャリアシステムを前提として、鑑定人となり得る程度の専門知識を備えた裁判官が存在す ことを前提としているもの 解する。木川前掲注
28・二一頁参照。そうであるならば、わが国にお









社、一九八八年）三頁、谷口安平＝福永有利編『注釈民事訴訟法（６） 』 （有斐閣、一九九五頁）四〇三頁〔太田勝造〕 、賀集＝松本＝加藤編前掲注
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